2016年12月17日～19日　時事共同NHKしんぶん赤旗
ノロウィルスの脅威─みんなの幸せのために！便所に入ったら手を洗え！、憲法、南スーダン、オスプレイ、臨時国会閉会、政局
ノロウイルス全国で猛威…あなたを守る五か条
読売新聞（ヨミドクター） 12/15(木) 12:10配信
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 今村顕史 がん・感染症センター都立駒込病院感染症科部長
　ノロウイルスが全国で猛威をふるっています。いろいろな施設からの、集団感染の報告も急増してきました。これからは、忘年会にクリスマス、年越しから初詣と、多くの人の集まるイベントが各地で行われる時期となります。今回は、あなたや身の回りの人をノロウイルスから守るために、最低限知っておきたいポイントを五か条にまとめてみました。
＜その一＞ノロウイルスの感染力を知るべし
　ノロウイルスは、ごくわずかなウイルスが口に入っただけで感染します。感染者の1gの便には1億個のウイルスが、嘔吐（おうと）物1gにも100万個のウイルスが含まれ、わずか10～100個のウイルスでも感染してしまうのです。また、ノロウイルスは乾燥にも強く、公衆トイレのドアノブや、階段の手すりなど、乾燥した環境の中でも、なんと数時間～数日も感染力を保つことができます。ノロウイルスの感染力を、あなどるべからず。
＜その二＞初期は脱水に注意すべし
　ノロウイルスによる胃腸炎は、激しい「下痢」や「嘔吐」を繰り返します。ひどい時は、たとえ頑強な若者でも、たった数日でゲッソリしてしまうほどです。発症初期の対応ポイントは、脱水を防ぐこと。特に小さなこどもや高齢者は脱水に弱いので、おう吐や下痢がはじまったら、早期に水分補給をすることが大切です。吐き気の強い時は、少量ずつ、頻回に補給しましょう。全く水分をとることができなければ、クリニックや病院の受診も検討しましょう。
＜その三＞食の安全は手洗いから始まると知るべし
　食事が汚染されてしまえば、ウイルスは確実に食べた人の口に入ります。そして、多くの人の食事を調理すれば、そのまま集団感染につながってしまいます。みなさんは、調理者が手洗いをするのは、当たり前のことだと思っているでしょう。しかし、それでも各地のイベントや仕出し弁当などで、今でも集団発生が起こっているというのが現実です。ノロウイルスは、症状消失後であっても1週間以上、長いときには1か月間もの長い間、ウイルス排出が続く可能性があります。症状が良くなってからも、しっかりと手洗いをする必要があるのです。
＜その四＞人から人への二次感染を防ぐべし
　ノロウイルスは、食事から感染するだけではありません。現在のような流行状況になると、いろいろな場所がウイルスに汚染されているはずです。そして、その環境に触れた手を、口にもってくることでも感染してしまいます。公衆トイレを使った人が手を洗う前に触れる、洗浄レバーやドアノブなども要注意。また、人の多い施設やイベント等でも、特にしっかりと手洗いをしておきましょう。また、嘔吐物は、乾く前に処理をするのがポイントです。カーペットなどで乾燥すると、ホコリと一緒に舞ってしまい、口に入ることで感染してしまうこともあるからです。流行期の感染は人から人が中心です。一人一人が気をつけて、感染の拡大を防ぐことが必要です。
＜その五＞手洗いに勝る予防策なし
　ノロウイルスは、アルコールが効きにくいウイルスです。したがって、アルコール性の手指衛生剤よりも「流水と石けんによる手洗い」がおすすめです。トイレ後の手洗い、調理前の手洗い。当たり前のことだと思うでしょうが、実際にはしっかりとできていない事も多いのです。

　1回だけなら大丈夫？…しかし、感染力の強いノロウイルスは、その1回を見逃してはくれません。手洗いに勝る予防策なし。今一度ご確認を！
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今村顕史（いまむら・あきふみ） 
今村顕史　がん・感染症センター都立駒込病院感染症科部長
　石川県出身。1992年、浜松医大卒。駒込病院で日々診療を続けながら、病院内だけでなく、東京都や国の感染症対策などにも従事している。日本エイズ学会理事などの様々な要職を務め、感染症に関する社会的な啓発活動も積極的に行っている。著書に『図解　知っておくべき感染症33』（東西社）、『知りたいことがここにある　HIV感染症診療マネジメント』（医薬ジャーナル社）などがある。また、いろいろな流行感染症などの情報を公開している自身のFacebookページ「あれどこ感染症」も人気。
カジノ解禁に69％反対　内閣支持率5ポイント下落

共同通信2016/12/18 18:44

　共同通信社が17、18両日実施した全国電話世論調査によると、カジノを中心とする統合型リゾート施設（IR）整備推進法の成立を踏まえ、カジノ解禁の賛否を尋ねたところ賛成が24.6％、反対は69.6％に上った。先の日ロ首脳会談を「評価する」が38.7％、「評価しない」は54.3％。内閣支持率は前回11月より5.9ポイント下落して54.8％、不支持率は34.1％となった。

　自民党などが先の臨時国会でカジノ法成立を急いだことや、15、16両日の日ロ首脳会談で北方領土問題が進展しなかったことが支持率低下につながったとみられる。

憲法改正項目の議論 見通せない状況 来年の通常国会
ＮＨＫ12月18日 5時58分
衆参両院の憲法審査会はさきの国会で審議を再開しましたが、自民党と野党第１党の民進党の立場の違いが浮き彫りになるなど、来年の通常国会で改正項目の絞り込みに向けた議論ができるかどうか、見通せない状況です。
衆参両院で与党と憲法改正に前向きな勢力が、改正の発議に必要な３分の２の議席を占める中、衆参両院の憲法審査会は先月、審議を再開し、衆議院の審査会では２回、参議院の審査会では１回、議論を行いました。
この中で自民党は、「建設的な憲法改正論議を進めていくことが重要だ」と主張する一方、改正項目の議論に入るには、野党第１党の民進党の理解も必要だとして、民進党が撤回を求める平成２４年にまとめた憲法改正草案を国会には提案しない方針を示しました。
一方、民進党は、「自民党は改正草案を撤回していない」としたうえで、草案の内容についても、「立憲主義に反し、憲法を統治の道具であるかのごとく考えていると受け取られてもしかたがない内容だ」と批判するなど、自民党との立場の違いが浮き彫りとなっています。
また、公明党は憲法に新たな条項を加える「加憲」という考え方を基に、改正論議を進めるべきだとしていて、与党の間でも主張が異なっている状態で、衆参両院の憲法審査会は、来年の通常国会で改正項目の絞り込みに向けた議論ができるかどうか、見通せない状況になっています。
南スーダンＰＫＯ、１年延長＝市民保護へ「必要な措置」－国連安保理


国連南スーダン派遣団（ＵＮＭＩＳＳ）の自衛隊員＝１１月２１日、ジュバ（ＡＦＰ＝時事）
　【ニューヨーク時事】国連安保理は１６日、国連平和維持活動（ＰＫＯ）の国連南スーダン派遣団（ＵＮＭＩＳＳ）の任期を２０１７年１２月１５日まで１年間延長する決議を全会一致で採択した。
　決議は、南スーダンの安定を損なう当事者に対する制裁措置を警告。武器禁輸を含めた「適切な処置」を検討することが明記された。
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　南スーダンでは、７月に首都ジュバで戦闘が起きた際、政府軍が市民を襲う事件が発生。ＵＮＭＩＳＳが度重なる出動要請に応じなかったことが判明し、司令官が更迭された。決議は市民保護のため「必要な全措置」を取ることを認め、レイプ防止に努めるようＵＮＭＩＳＳに求めた。
　ＵＮＭＩＳＳには陸上自衛隊が参加しており、今月１２日からは安全保障関連法に基づく「駆け付け警護」の任務が実施できるようになった。（時事通信2016/12/17-16:38）
米、日本に制裁賛同要求　南スーダン安保理決議案

共同通信2016/12/19 05:16

　【ニューヨーク共同】米国が国連安全保障理事会に自ら配布した対南スーダン制裁決議案を巡り、難色を示す非常任理事国の日本に賛同を強く求めていることが17日分かった。常任理事国のロシアと中国が拒否権を行使しない方針を関係国に示唆したことも判明。米国は採択にあと1カ国の賛成が必要とみており、日本の動向が鍵を握る構図となっている。複数の安保理外交筋が明らかにした。

　日本が同盟国の米主導の安保理決議案に賛同しないのは極めて異例。南スーダン政府は武器禁輸に反対している。首都ジュバでの国連平和維持活動（PKO）に陸上自衛隊を派遣している日本は、慎重な態度を変えていない。

南スーダン派遣部隊 帰国し任務完了を報告
ＮＨＫ12月17日 14時38分
南スーダンでＰＫＯ活動にあたってきた北海道の陸上自衛隊の部隊が帰国し、１７日任務の完了を報告しました。
北海道の陸上自衛隊第７師団の隊員を中心とするおよそ３５０人は、ことし５月以降、南スーダンに１０次隊として派遣され、１６日までにすべての隊員が帰国しました。
これを受けて、北海道千歳市にある東千歳駐屯地で帰国行事が行われ、１０次隊の中力修隊長が小林防衛政務官らに任務の完了を報告しました。１０次隊の派遣期間中のことし７月、首都・ジュバで、政府軍と反政府勢力による武力衝突が起き、自衛隊の部隊はおよそ３か月間、宿営地の外での活動を中止し、宿営地内で避難民用のテントの設置などにあたりました。
小林防衛政務官は、隊員に対し「７月の現地の情勢悪化の際は心理的な負担もあったと思うが、立派に任務を完遂し、無事帰国したことに心から敬意と感謝の意を表します」と述べました。
南スーダンに交代で派遣された１１次隊は、今月１２日から安全保障関連法に基づく「駆け付け警護」などの新たな任務が実施できるようになっています。
しんぶん赤旗2016年12月19日(月)

在日米軍経費が７６４２億円　１６年度　辺野古工事費拡大で過去最高

　２０１６年度に日本政府が計上した在日米軍関係経費の総額が７６４２億円に達したことが判明しました。過去最高だった昨年度の７２７８億円を３６４億円上回り、大きく更新しました。外務省が日本共産党の赤嶺政賢衆院議員に提出した資料をもとに本紙が計算した結果、明らかになったものです。

　米国防総省の資料によれば、在日米軍の兵士・軍属は今年９月現在で４万５７７９人。単純計算すれば、１人あたり約１６７０万円に達します。米国の同盟国で、米軍のためにこれだけの支出をしている国は存在しません。もはや「売国」とも言える安倍政権の対米従属ぶりが如実に表れています。

　最大の要因は、在日米軍再編経費のうち、沖縄県名護市辺野古の新基地建設費の急増です。１６年度は５９５億円を計上し、昨年度の２７１億円を３２４億円も上回りました。一昨年度の５７億円から１０倍に拡大しています。

　政府は新基地建設費について、「少なくとも３５００億円以上」（１４年３月１４日、参院外交防衛委員会・小野寺五典防衛相＝当時）と見積もっています。新基地建設をめぐる政府と沖縄県の訴訟で、和解が成立して工事が一時中止された今年３月４日までの業者との契約は１４９件、９６６億１６００万円。一刻も早く新基地を断念しなければ、米軍関係経費は膨らむ一方です。



　在日米軍関係経費　(1)在日米軍駐留経費（思いやり予算、基地周辺対策費、基地交付金、土地の賃料等）(2)在日米軍再編経費(3)ＳＡＣＯ（沖縄に関する特別行動委員会）関係経費―という構成です（図）。大半は日米安保条約上、支払い義務がありません。

　沖縄県東村高江の米軍オスプレイパッド（着陸帯）建設費はＳＡＣＯ経費に含まれています。支出する省庁は、防衛省以外に、基地交付金は総務省、「提供普通財産借上」（土
地の賃料）は財務省が支出しています。
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日韓防衛当局 安全保障上の機密情報を初共有
ＮＨＫ12月18日 2時50分
韓国国防省は１６日、ソウルで、日韓の防衛当局者が協議を行い、先月、両政府が締結した、安全保障上の機密情報を共有・保護するための協定＝ＧＳＯＭＩＡに基づいて、初めて情報を共有したと発表しました。
韓国国防省は、詳細な内容については両国が公表しないことで合意しているとしていますが、北朝鮮の核実験や弾道ミサイルに関する情報だということです。
発表を行った背景には、今月、国会で、パク・クネ（朴槿恵）大統領の弾劾を求める議案が可決され、大統領の職務が停止している中でも北朝鮮からの挑発に対して万全を期していることを国内外に対して強調する狙いがあると見られます。
オスプレイ事故受け２２日に大規模抗議集会 沖縄
ＮＨＫ12月18日 5時20分
沖縄県名護市の浅瀬でアメリカ軍の輸送機オスプレイが大破した事故を受けて、県議会の与党会派や市民グループで作る団体は、今月２２日に名護市で大規模な抗議集会を開くことを決めました。２２日はアメリカ軍北部訓練場が一部返還される日で、政府主催の式典と事故への抗議集会が同じ日に開かれることになります。
沖縄県の翁長知事を支える県議会の与党会派や市民グループで作る団体は、アメリカ軍普天間基地に所属するオスプレイの事故を受けて１７日、那覇市で対応を話し合う会議を開きました。
その結果、事故に抗議する大規模な集会を今月２２日の午後６時半から名護市で開催することを決めました。
団体は２０００人以上の参加を目指していて、日米両政府に対してオスプレイの配備撤回や普天間基地の閉鎖や撤去、それに普天間基地の名護市辺野古への移設計画の断念を求めることにしています。また、翁長知事にも参加を呼びかけているということです。
同じ日にはアメリカ軍北部訓練場の一部返還にあわせ、政府主催の記念式典が名護市で開かれることになっていますが、翁長知事は出席しない考えを明らかにしています。
オスプレイ「撤去まで闘う」＝９００人が事故に抗議－沖縄


沖縄県名護市沖で米海兵隊の輸送機オスプレイが不時着した事故に対する抗議集会で、あいさつする同市の稲嶺進市長（左）＝１７日午後、同市の米軍キャンプ・シュワブゲート前
　沖縄県名護市沖に米軍普天間飛行場（宜野湾市）所属の輸送機オスプレイが不時着した事故から初の週末となった１７日、同飛行場移設先の名護市辺野古の米軍キャンプ・シュワブゲート前で、オスプレイ撤去を求める抗議集会が開かれた。主催者発表で約９００人が参加し、「沖縄の空を飛ぶな」「撤去まで闘うぞ」と拳を突き上げた。
　稲嶺進名護市長は「県民は最初から落ちる可能性を指摘し（配備に）反対してきた」と強調。「これからも落ちる可能性がある。オスプレイが撤退し、辺野古新基地（計画）が凍結するまで力を合わせて頑張ろう」と呼び掛けた。（時事通信2016/12/17-16:09）
沖縄・名護でオスプレイ抗議集会　米軍飛行打診を副知事批判

共同通信2016/12/18 01:13
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米軍普天間飛行場の移設先である沖縄県名護市辺野古のキャンプ・シュワブ前で、オスプレイ不時着事故に抗議する移設反対派＝17日午後

　沖縄県名護市の浅瀬に米軍の新型輸送機オスプレイが不時着し大破した事故を受け、米軍普天間飛行場（宜野湾市）の移設先となる名護市辺野古で、移設反対派の人々が17日、抗議集会を開いた。米軍がオスプレイ1機の飛行再開を日本側に打診したことで、反発の声はさらに強まった。事故現場を視察した沖縄県の安慶田光男副知事も「原因究明まで再開しないよう国が要請しているわけだから、米軍は真摯に応えるべきだ」と批判した。

　集会には主催者発表で約900人が参加。名護市の稲嶺進市長は、13日の事故に関し「誰が見ても墜落だ。同様の事故は今後も起きるだろう」と日米両政府を批判した。

オスプレイ事故 沖縄への配備撤回求める抗議集会
ＮＨＫ12月17日 16時42分
沖縄県名護市の浅瀬にアメリカ軍の輸送機、オスプレイが不時着し、大破した事故を受けて、地元ではオスプレイの沖縄への配備を撤回するよう求める抗議集会が開かれました。
集会は、オスプレイが所属するアメリカ軍普天間基地の、名護市辺野古への移設に反対する人たちが開きました。事故の現場から４キロ余り南西にある名護市辺野古のアメリカ軍基地、キャンプシュワブの前には、主催者の発表でおよそ９００人が集まりました。
名護市の稲嶺市長は「最初からこうした事態を恐れ、身近で事故が起きる可能性を指摘してきた。オスプレイがなくなるまで、移設計画が断念されるまで頑張りましょう」と述べました。
集会では参加者全員で、「沖縄の上空でオスプレイを飛ばすな。基地のない沖縄をつくるまで頑張るぞ」などと声を上げ、オスプレイの沖縄への配備を撤回し、移設計画を断念するよう訴えました。
沖縄県浦添市の６０代の男性は「恐怖や不安が現実になってしまった。アメリカ軍の一連の対応も沖縄県民をばかにしているもので、基地を撤去しない限り県民の不安はぬぐい去れない」と話していました。
副知事が現場視察「配備撤回の交渉を」
沖縄県の安慶田副知事は、アメリカ軍の輸送機、オスプレイが不時着して大破した沖縄県名護市の現場を視察し、「日本政府は本腰を入れてオスプレイの配備撤回についてアメリカ政府と交渉すべきだ」と述べました。
視察には沖縄県警の幹部も同行し、安慶田副知事は規制線の内側に入って、大破してバラバラになったオスプレイの残骸の位置を指をさしながら確認するなどしていました。
視察のあと、安慶田副知事は記者団に対し、「大破、破損しているのを見るとやはり『墜落』という感じがする。日本政府は本腰を入れてオスプレイの配備撤回についてアメリカ政府と交渉すべきだ」と述べました。
またアメリカ軍が、飛行停止となっているオスプレイのうち１機を、１９日に飛行させたいと日本側に打診していることについて、「原因究明するまで飛行の中止を求める日本政府の要請を聞かず、再開するのであれば、日本は法治国家、独立国家と言えるのか疑問だ」と述べました。
地元住民の生活に影響
沖縄県名護市の浅瀬にアメリカ軍のオスプレイが不時着して大破した事故で、現場には今も機体の残骸が残り、周辺の海を生活の場としてきた地元の住民の暮らしに影響が出ています。
名護市安部地区の集落は、オスプレイが不時着した浅瀬から８００メートルほど離れたところにあります。安部地区の浅瀬は地元の人たちが自分たちで食べるための魚や貝などを取ったり、網を使った漁をしたりする自然豊かな海です。また、子どもたちにとっても釣りや磯遊びをする場として親しまれていて、生活の場として欠かせない場所となっています。
安部地区に住む小橋川佳子さん（７７）は現場周辺の海で４０年以上漁を続け、夫が亡くなった今も自分が食べる分の魚やタコを取って暮らしてきました。しかし、事故のあと現場周辺は規制され、海には立ち入りできていません。
小橋川さんは「地元の人たちの生活の場である海に突然オスプレイが落ちてきて悲しい思いをしている。今はとにかく早くアメリカ軍がいなくなってほしいというのが本音だ」と話していました。
海の競技選手は練習場所を移動
事故は周辺の海を競技の練習の場としてきた選手にも影響しています。荒木汰久治さん（４２）はボードの上に立ってパドルをこいで進む「ＳＵＰ」という競技のプロ選手で、去年の全日本大会では優勝しました。
１４年前、妻の実家がある安部地区に移り住み、目の前に広がる海で練習を続けてきました。しかし、事故のあと現場周辺の海には機体の破片が漂っていて、けがをする危険性があるため、当面、練習場所をおよそ１５キロ離れた別の海岸に変更せざるを得なくなりました。
この海で荒木さんと一緒に練習をしてきた娘の帆華さん（１４）は去年の全日本大会、女子の部門で最年少の優勝、息子の珠里くん（１０）も小学生の部門で優勝しました。慣れ親しんだ海で突然、事故が起きたことに、珠里くんは「最初はびっくりして怖いと思った。きょう近くまで行ってみたが破片がいっぱい落ちていて危ないと思った。海は僕にとって宝物で、家族みたいなものなのにずっと上ばっかり気にしなればいけなくなるかもしれないのは嫌だ」と話していました。
荒木さんは去年、亡くなった祖父の遺骨もこの海に散骨していて、競技の練習の場としてだけでなく特別な思いを抱いてきました。それだけに、沖縄のアメリカ軍のトップが「パイロットが県民や住宅に被害を与えないようにしていて感謝されるべきだ」と発言したとされることについて強い違和感を感じています。
荒木さんは「この島に暮らしている以上、海なしでは生きていけない。海は生活の一部なので、海に落ちたからよかったということは理解できない。住民の目を見てちゃんと謝罪して欲しい」と話していました。
しんぶん赤旗2016年12月18日(日)

欠陥機　二度と飛ばさせぬ　オスプレイ墜落抗議　高江・辺野古で集会

　米海兵隊垂直離着陸機ＭＶ２２オスプレイが沖縄県名護市の浅瀬に墜落した事故に抗議する緊急集会が１７日、米軍オスプレイパッド（着陸帯）建設が進む東村高江と、辺野古新基地建設工事の再開が狙われる米軍キャンプ・シュワブゲート前で開かれました。
　オール沖縄でオスプレイ配備撤回を求めた｢建白書｣の精神に立ち、「沖縄の空、全国どこにも欠陥機オスプレイを二度と飛ばさせない」と声を上げました。

　高江では早朝から集まった約３００人が、政府は着陸帯完成をうたうものの、大量の砂利や資材が残ったままでまだ完成していないと強調。「オスプレイパッドを完成させない、使わせない」と工事中止を求める抗議行動の継続を誓いました。

　「ヘリパッドいらない住民の会」の宮城勝己さん（６４）は「オスプレイは学校の上空を飛ぶし何が起きるか分からない。建白書を力にオスプレイも着陸帯も撤去させるまでずっと抗議を続ける」と話しました。
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（写真）オスプレイ墜落事故に抗議し、着陸帯工事中止を求める人たち＝１７日、沖縄県東村


　辺野古には約９００人が参加し「高江の工事をやめろ」「辺野古新基地許さない」「基地のない沖縄をつくるぞ」と唱和しました。

　名護市の稲嶺進市長は「県民はこのような事故が身近で起こる可能性を指摘し、配備に反対してきたのに聞く耳を持たない」と日米両政府を批判。ヘリ基地反対協の安次富浩（あしとみ　ひろし）共同代表は「夜間の空中給油という危険な訓練を沖縄の空でしている米軍と、それに擦り寄る安倍政権を許してはならない」と述べました。

　日本共産党の赤嶺政賢衆院議員は「２２日の北部訓練場返還式典はオスプレイパッド完成祝賀会。こんなに屈辱的なことはないし、絶対に許せない。中止の声を上げていこう」と呼びかけました。

横田基地へのオスプレイ配備撤回を 住民らが集会
ＮＨＫ12月18日 16時42分
沖縄県沖でのオスプレイの事故を受けて、来年からオスプレイの配備が予定されている東京のアメリカ軍横田基地の近くで集会が開かれ、配備撤回などを訴えました。
集会は横田基地周辺の住民で作る団体が開いたもので、１８日は基地に近い福生市の公園におよそ１００人が集まりました。
集会の中で、参加者からは「普天間基地のオスプレイは横田基地にも飛来していて、どこで事故が起きてもおかしくない。人口密集地にある横田基地へのオスプレイの配備は危険だ」とする意見が出されました。
そして、沖縄の普天間基地でのオスプレイの飛行禁止と撤去、横田基地への配備撤回を求める決議文が読み上げられました。横田基地には来年から２０２１年までに合わせて１０機のオスプレイが配備される予定です。集会を開いた団体では今後、横田基地周辺の自治体にオスプレイの危険性を訴え、配備に反対するよう求めていくことにしています。
参加したあきる野市の５０代の女性は「沖縄での事故を聞いて驚きました。基地の軍用機が上空をよく飛んでいるし、部品が落ちる事故も起きています。このままオスプレイが配備されるのは住民軽視で我慢できません」と話していました。
ユンカーマン監督ら、日米の返還式典を非難「祝うことなどない」

沖縄タイムス2016年12月18日 08:45

　【平安名純代・米国特約記者】沖縄を支援する海外識者や平和活動家ら２２人は１６日、日米両政府が２２日に予定している米軍北部訓練場の返還式典を非難する声明「１２月２２日　祝うことなどない」を出した。やんばるの森の自然を破壊し、東村高江周辺６カ所に米海兵隊オスプレイ対応の新たなヘリパッド建設を強行した両政府を非難。一方で、ヘリパッド建設阻止を巡りイニシアチブを発揮できなかった翁長雄志知事や、工事を強行するために日本全国から集められた機動隊の派遣を阻止する効果的な対策を講じなかった県議会の責任も同時に問うている。



ヘリパッド建設が行われている米軍北部訓練場のＧ地区＝１２日、国頭村安波（本社チャーターヘリから）

　声明は、１３日に名護市海岸で起きたオスプレイ墜落事故と米軍普天間飛行場での胴体着陸という二つの事故を受け、「沖縄の人々は改めてオスプレイにより増大する危険性への恐怖感を新たにしている」と強調。こうした危険性は以前から指摘されていたものの、北部訓練場の半分返還と引き換えに「ヘリパッド建設を事実上容認した翁長知事に失望している」と表明。同時に「県も県議会も、県の公安委員会の要請により日本全国から派遣された機動隊が市民たちに対し、圧倒的な実力を行使することを止めるために効果的な対策を講じることはなかった」と指摘した上で、「このような政治指導者側からの支援が不足する中でも、たゆまぬ抵抗を続けてきた市民たちを私たちは支持する」と抗議活動を続けてきた市民らへの支援を改めて表明した。

　そのうえでオバマ大統領や安倍晋三首相らに対し、「１２月２２日の北部訓練場の部分的返還が周辺地域の軍備強化につながる限りは、私たちはこの日に何も祝うことを見いださない」と訴えている。

　声明に賛同したのは、　ノーマ・フィールド氏（シカゴ大学名誉教授）、ピーター・カズニック氏（アメリカン大学歴史学教授）、アン・ライト氏（元米国陸軍大佐、元外交官）、ジャン・ユンカーマン氏（ドキュメンタリー映画監督）ら２２人。

　声明は同日、安倍首相、オバマ米大統領、翁長知事、新里米吉県議会議長に送付された。

オスプレイきょうにも飛行　整備へ移動で1機、沖縄

共同通信2016/12/19 05:46
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米軍普天間飛行場＝11月、沖縄県宜野湾市

　在日米軍は19日にも、沖縄県伊江村の伊江島補助飛行場に駐機中の新型輸送機オスプレイ1機を、整備のための移動で所属先の普天間飛行場（同県宜野湾市）へ飛行させる。13日の不時着事故を受け日本国内での同機の運用を停止していたが、1週間も経過しないうちの飛行には沖縄の反発が強まりそうだ。

　日本政府関係者によると、米軍側はオスプレイの全面的な飛行再開についても日本政府側に打診している。事故は13日夜、普天間所属のオスプレイが、空中給油訓練中のトラブルで飛行が不安定となり、沖縄県名護市沖の浅瀬に不時着、大破した。

飛行再開、再発防止を＝オスプレイ事故－岸田外相
　岸田文雄外相は１８日、沖縄県沖で起きた不時着事故を受け停止している米海兵隊新型輸送機オスプレイの飛行再開について、「原因究明、情報提供、再発防止を（米側に）求めている。再開に向けてはしっかり意思疎通を図ってもらわなければならない」と述べ、日米で調整中との認識を示した。新潟県十日町市で記者団に語った。（時事通信2016/12/18-17:05）
オスプレイ飛行を米軍打診 沖縄県内さらに反発も
ＮＨＫ12月19日 5時00分
沖縄県名護市の浅瀬にアメリカ軍の輸送機オスプレイが不時着して大破した事故で、アメリカ軍は、事故のあと飛行停止を続けているオスプレイを１９日にも飛行させたいと日本側に打診しています。沖縄県の翁長知事は、事故原因が究明されないまま飛行することは認められないとしていて、飛行に踏み切った場合、県内の反発がさらに高まることが予想されます。
今月１３日、沖縄県名護市の浅瀬にアメリカ軍のオスプレイが不時着して大破した事故のあと、防衛省はアメリカ軍に対し、安全が確認されるまでオスプレイの飛行を停止するよう申し入れています。
これに対し、アメリカ軍側は、沖縄の離島にある伊江島補助飛行場に駐機したままになっているオスプレイ１機について、１９日にも、整備のため所属する普天間基地へ飛行させたいと日本側に打診しています。
沖縄のアメリカ軍は、今回の事故について、空中給油機から給油を受ける訓練中に、燃料を送るホースが切れて飛行が不安定になったとして、機械的な問題ではないと説明していますが、詳しい事故原因は明らかになっていません。
１８日、事故現場を視察した沖縄県の翁長知事は、事故原因が究明されず、説明責任が果たされないままの飛行は認められないという考えを示していて、アメリカ軍が飛行に踏み切った場合、県内の反発がさらに高まることが予想されます。
東村高江地区 抗議文提出へ
沖縄県のアメリカ軍北部訓練場に新たに建設されるヘリコプター発着場について、オスプレイの利用が見込まれることから、近くの東村高江地区の住民は、今回の事故を受けてオスプレイの配備の撤回などを求める抗議文を２０日、沖縄防衛局に提出することを決めました。
アメリカ軍北部訓練場をめぐっては、東村高江地区などに新たにヘリコプター発着場を建設することを条件に、敷地のおよそ半分が今月２２日に日本側に返還されることになっていますが、発着場についてはオスプレイの利用が見込まれています。
高江地区では今回のオスプレイの事故を受けて、１８日夜、住民の代表９人が対応を話し合いました。
仲嶺久美子区長が「前から不安に思っていたことが現実となってしまった。それぞれの思いをぶつけてほしい」と呼びかけると、出席者からは「オスプレイは沖縄から引き上げてほしい」とか「日本政府はいつも『米軍に申し入れる』と言うが何も変わっていない」などの意見が相次ぎました。
そして、今回の事故についてアメリカ軍に抗議するとともに、オスプレイの配備撤回を求める抗議文を、２０日、沖縄防衛局に提出することを決めました。
会議のあと仲嶺区長は「いつも不安の中で生活をしなければならなくなった。今回は特に強く抗議したい」と話していました。
「米軍は何考えているんだ」 沖縄県、飛行再開打診に怒り　「認めれば日本は属国」

沖縄タイムス2016年12月17日 12:34

　在日米軍がオスプレイの飛行再開を日本側に打診したことに、沖縄県関係者からは一斉に非難の声が上がった。県幹部の一人は、「墜落事故からわずか３日、米軍は何を考えているのか」と批判した。



名護市安部の海岸に墜落し大破したオスプレイ＝１４日午後２時５４分（本社チャーターヘリから金城健太撮影）

　オスプレイは墜落に加え、着陸装置の不具合による胴体着陸と２回の事故を起こしている。

　幹部は「原因が究明されていない段階で飛行を再開するなどあり得ない」と非難。事故を受け、県民の間で不安が広がっているとし「自国で事故が起きても同じ対応をするのか。あまりにもばかげている」と強調した。

　別の幹部は、稲田朋美防衛相ら日本政府も安全が確認されるまでの飛行停止を求めていることに触れ「安全性は全く確認できていない。仮に政府が飛行再開を認めれば、まさに米国の属国としか言えない」と語気を強めた。

■安部区、海水汚染調査求める

　名護市安部（あぶ）でのオスプレイ墜落事故を受け、同区の當山真寿美区長は１５日、若宮健嗣防衛副大臣と区内で面談し「墜落現場の海水汚染調査」「住民への情報提供」「周辺規制の早期解除」を求めた。

　米軍は１６日、安部地区会館を訪ね、當山区長に作業の進捗（しんちょく）状況などを報告。當山区長は今後も随時、情報提供するよう求めた。當山区長は本紙取材に「ここには人が暮らしている。事故後、毎日何が起こっているのか分からず区民は不安に思っている」と訴えた。

■高江区、事故抗議決議採択へ

　【東】東村高江区（仲嶺久美子区長）は１８日に代議員会を開き、オスプレイ墜落事故への抗議決議案を採択することを決めた。同区周辺に新たに四つのヘリパッドが造られ、オスプレイの運用が見込まれることから仲嶺区長は「事故発生で区民は不安に思っている。しっかり声を上げたい」と話した。決議後、沖縄防衛局を訪れ抗議する予定。

　仲嶺区長は２２日の米軍北部訓練場返還式典に出席し、政府関係者にオスプレイの運用に対する懸念を伝えるという。

オスプレイは「墜落」＝沖縄県、統計資料記載へ－機体大破で、政府は「不時着」


不時着し大破した米海兵隊の新型輸送機ＭＶ２２オスプレイ＝１４日、沖縄県名護市
　米海兵隊の新型輸送機ＭＶ２２オスプレイが沖縄県名護市沖に不時着し大破した事故で、沖縄県は１７日、今回の事故を「墜落」と位置付けることを決めた。県の統計資料上、「墜落」に分類して記載する。
　事故をめぐり、日本政府や米軍は「不時着」と表現。沖縄県の翁長雄志知事は「墜落」と指摘し、両者の認識の違いが浮き彫りになっている。
　県は米軍や防衛省の情報を基に、本土復帰（１９７２年）以降、県内で発生した米軍機事故を毎年統計にまとめている。県によると、これまでに「墜落」は４６件あり、いずれも米側がそう発表したことに基づく。「不時着」は４９３件で、センサー不具合などによる緊急着陸も多く含まれる。
　これまでの墜落の大半は洋上で起きたため確認が難しかったが、今回は機体の状況が確認できたことなどから、「墜落」と分類することを決めた。
　事故機は尾翼やローターが機体から外れ、大破した状態。米軍によると、乗員２人が負傷して病院に運ばれ、ほか３人も軽傷を負った。米海軍安全センターは、被害の大きさに基づく分類で、最も重大な「クラスＡ」の事故に当たるとしている。
　今回の事故について米軍は、機体をコントロールできる状態でパイロットが意図して着水したとして「不時着」と説明。日本政府もこれを追認、稲田朋美防衛相は「パイロットの意志で着水したと捉えている。コントロールを失った墜落ではない」と述べた。
　一方、沖縄県の翁長知事は「機体が大破しており、墜落だ」との認識を示していた。（時事通信2016/12/17-14:48）
県が公式に「墜落」と分類　オスプレイ事故　知事、飛行再開に「とんでもない」

琉球新報2016年12月18日 17:06 
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オスプレイ墜落事故現場を視察した後、報道陣の質問に答える翁長雄志知事（中央）＝１８日午後３時３５分、名護市安部
　県は１８日までに、オスプレイ墜落事故について、県の公式記録でも事故を「墜落」として分類した。政府は米軍の発表に沿って、機体は「不時着水」したとして「墜落」を否定している。翁長雄志知事が同日午後、名護市安部の事故現場を視察後、記者団の取材に明らかにした。翁長知事は「落ちた機体の写真などを見て、知識のある人などと話して、これは墜落以外考えられないと判断した。不時着水などというごまかしはできない。米国の報道でもクラッシュ（墜落）という言葉を使っているところは多い」と述べた。
　翁長知事はまた、米軍が１９日に伊江島に着陸しているオスプレイを米軍普天間飛行場に戻すために飛行を再開する予定であることについて「とんでもない。これを許してしまうとどんどん飛んでいく」とけん制した。
　事故現場を視察した所感について「無残な機体を見て、その静かなたたずまいと向こう（対岸）に新辺野古基地ができることを考えると、オスプレイの危険性をあらためて感じる。このような場所を飛び交うようなことがないように取り組んでいく」と述べた。
　県内の米軍機墜落事故は、今回を含めて復帰後４８件となる。一方、県の統計によると政府が発表した「不時着」は１４年末時点で復帰後４７９件ある。これは機体が無傷な状態で緊急着陸した事例も多く含まれる。県は今回の事故を公式に「墜落」と分類したことについて、不時着との表現を採用すれば、機体が衝撃で大破した事故を矮小（わいしょう）化することにつながることを懸念したとみられる。【琉球新報電子版】
オスプレイ19日にも飛行　米軍、全面再開も打診

共同通信2016/12/18 19:59
　在日米軍は、沖縄県伊江村の伊江島補助飛行場に駐機中の新型輸送機オスプレイ1機を、整備のための移動で19日にも所属先の普天間飛行場（同県宜野湾市）まで飛行させる方針を固め、日本政府に伝えた。米軍側は13日の不時着事故を受け停止している飛行の全面的な再開についても打診している。日本政府関係者が18日、明らかにした。
[image: image15.jpg]


沖縄県名護市のオスプレイ不時着の現場を訪れた同県の翁長雄志知事（右）＝18日午後

　沖縄県の翁長雄志知事は18日、名護市沿岸部の事故現場を視察し、伊江島からのオスプレイの飛行を日本政府が拒否するべきだとの考えを強調した。視察後、記者団に「許せば、またどんどん飛ぶ。県民の気持ちを逆なでし、信頼関係が完全に崩れる」と述べた。

オスプレイ飛行は容認できず 翁長知事が改めて明言
ＮＨＫ12月18日 19時08分
沖縄県名護市の浅瀬で、アメリカ軍の輸送機オスプレイが大破した事故を受けて、翁長知事が１８日初めて現場を視察し、原因究明と説明責任が果たされないままのオスプレイの飛行は認められないとする考えを改めて示しました。
翁長知事は１８日、今月１３日に事故が起きてから初めて名護市の現場を訪れ、午後３時から３０分程度、双眼鏡で機体を確認しながら警察署長などから機体回収の進捗（しんちょく）状況について説明を受けました。事故現場の浅瀬では、アメリカ兵が機体からパネルを取り外して回収する作業を進めていて、夕方には船から大型のクレーンを使い、機体の一部を引き揚げる様子も確認できました。
視察のあと翁長知事は記者団に対し、「オスプレイの危険性を改めて感じるとともに、こういうところを飛び交うことがないよう取り組んでいかなければならないと感じた」と述べました。
そのうえでアメリカ軍が１９日にもオスプレイ１機を飛行させようとしていることについて、「原因究明をしっかり行い、説明責任を果たして物事をスタートしなさいと要請している。これを許してしまったら、どんどん飛んでいくことになる」と述べ、原因の究明や説明のないままのオスプレイの飛行は認められないという考えを改めて示しました。
民進 蓮舫代表「米軍と政府は説明を」
民進党の蓮舫代表は広島市で記者団に対し、「何が原因で『墜落』し、再発防止をどのように講じていくのか、そして、安全はどのように担保されるのか。しっかりとアメリカ軍と日本政府から、沖縄県民や日本国民に説明があったうえでの飛行再開でなければ、不信感は高まるばかりだ。国民の感情はとても大切なものであり、政府は軽んじてはならない」と述べました。
しんぶん赤旗2016年12月19日(月)

飛行再開とんでもない　オスプレイ墜落　翁長知事が現場調査
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（写真）オスプレイの墜落現場を視察する沖縄県の翁長雄志知事＝１８日、沖縄県名護市安部


　沖縄県の翁長（おなが）雄志知事は１８日、米海兵隊普天間基地（宜野湾市）所属のＭＶ２２オスプレイが墜落した名護市安部の浅瀬を視察しました。知事は視察後、記者団に対し､｢これまで新辺野古基地反対を訴えてきた。現場で無残な機体を見て、オスプレイの危険性を改めて実感した。この静かな海の上を飛び交うことのないようにしないといけない」と改めて決意を述べました。

　米軍が伊江島補助飛行場（伊江村）に駐機しているオスプレイ１機を１９日にも普天間基地まで飛行させようと打診していることについて、「とんでもないことだ。これを許せば、どんどん飛ぶようになる」と厳しく批判。「日本政府はそうならないようにしてほしいが、米軍がやることに何ら主体性を発揮できない。日米地位協定の下で手も足も出ない。本当に独立国家なのか。この現状を多くの国民が知ってほしい」と訴えました。さらに、「県民の団結の力で（オスプレイ飛行再開を）はねかえしていきたい」と述べました。

　日米両政府は今回の事故を「不時着水」と表現していますが、知事は県の記録として「墜落」としたことを明らかにしました。

政府はオスプレイ飛行拒否を　沖縄知事「気持ち逆なで」

沖縄タイムス2016年12月19日 05:00

　沖縄県の翁長雄志知事は１８日、同県名護市の浅瀬に米軍の新型輸送機オスプレイが不時着し大破した事故の現場を視察し、米軍側が整備を理由に打診しているオスプレイ１機の飛行を日本政府が拒否するべきだとの考えを強調した。視察後、記者団に「許せば、またどんどん飛ぶ。（政府が認めれば）県民の気持ちを逆なでし、信頼関係が完全に崩れる」と述べた。



オスプレイの機体の残骸を双眼鏡で確認する翁長雄志知事（左）＝１８日午後３時１４分、名護市安部

　同時に、県として今回の事故を不時着ではなく墜落と認定したと説明。「墜落としか考えられない。不時着水なんてごまかしはできない」と指摘した。「無残な機体を見て、オスプレイの危険性を改めて感じた」とも語り、県内からの撤去を求め続ける意向を示した。

　翁長氏は約５０メートル離れた岩場から現場を眺め、機体の残骸には近づけなかった。これに関し「配備計画も事故の検証も、何も知らされないまま物事が進む。日米地位協定の下で政府が手も足も出せない国家というものを全国民に見てもらいたい」と訴えた。（共同通信）

海保が機体を撮影　オスプレイ墜落

共同通信2016年12月18日 14:11 
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墜落したオスプレイの機体を撮影する中城海上保安部の職員＝１８日午前９時４９分、名護市安部
　【名護】米軍普天間飛行場所属の垂直離着陸輸送機ＭＶ２２オスプレイが墜落した名護市安部の浅瀬で１８日午前９時４９分ごろ、ゴムボートに乗った中城海上保安部の職員５人が海域に残されている機体などを撮影した。
　保安部は米軍関係者が海上に設置した油防止膜（オイルフェンス）の外側から、海面に飛び出たオスプレイの一部などを撮影した。現場海域にいたのは約１０分程度だった。
　第１１管区海上保安本部は米側に捜査協力を申し入れているが、１８日正午時点で米側からの回答はない。同日は米軍によるオスプレイの回収作業は行われていない。【琉球新報電子版】
伊江島のオスプレイを確認　１９日にも飛行

琉球新報2016年12月18日 19:06 
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ＬＨＤデッキを模した着陸帯側のヘリパッドに駐機するＭＶ２２オスプレイ＝１８日午後６時２分ごろ、伊江島補助飛行場（小型無線ヘリで撮影）
　【伊江】オスプレイ墜落事故に関連し、琉球新報は１８日午後６時ごろ、米軍が１９日に伊江島から米軍普天間飛行場への移動で飛行を再開すると日本政府に伝達したとみられる垂直離着陸輸送機ＭＶ２２オスプレイの機体を確認した。県は機体の安全性を確認できていないとして、同型機の飛行中止の継続を求めているが、日本政府側も整備などのために移動飛行はやむを得ないとして認める方針。米軍は機体の安全点検などを終え次第、全ての機体の飛行を再開するとしている。
　県基地対策課によると、１８日夕の段階で日本政府などから１９日に米軍がオスプレイを飛行するとの情報提供はない。
　琉球新報が１８日夕、伊江島で確認したオスプレイは１機。伊江島補助飛行場内にあるヘリコプター着陸帯に駐機している。機体は固定翼モードでプロペラを前に向けた状態で駐機している。周辺に人影はない。
　翁長雄志知事は１８日午後３時に事故現場を視察した際、オスプレイの飛行再開について「とんでもない。これを許してしまうとどんどん飛んでいく」と述べている。【琉球新報電子版】
しんぶん赤旗2016年12月18日(日)

核防護服で米兵が作業　オスプレイ墜落現場　放射性物質の回収か
　米海兵隊普天間基地（沖縄県宜野湾市）所属のＭＶ２２オスプレイが墜落した名護市安部（あぶ）の浅瀬で、複数の米兵が１６日から１７日にかけて核防護服を着用して作業する姿が確認されました。機体に使用された放射性物質の回収を行っていると見られ、海中に流出した可能性もあります。
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（写真）オスプレイ墜落現場で防護服を着て作業する米兵＝１７日


　２００４年８月に普天間基地所属のＣＨ５３Ｄ大型輸送ヘリが沖縄国際大に墜落した際も、米兵が防護服を来て作業し、土壌まで掘り起こしていたことが確認されています。米空軍ライトパターソン基地第８８航空団環境管理部の公式ホームページ上の「航空機放射性物質データベース」（現在は削除）によれば、回転翼監視システムに放射性物質のストロンチウム９０を使用しているとしています。

　墜落事故をめぐっては、海上保安庁が航空危険行為処罰法違反容疑での立件を目指して米軍に捜査を申し入れていますが、一切の協力を行わないまま、着々と機体回収を行っています。操縦席などもすでに回収され、大型作業船で持ち去られました。

　１７日午後に現場を視察した沖縄県の安慶田（あげた）光男副知事は記者団に対し、「いまだに海保が捜査権を行使できない。これが日米地位協定の壁だ。日本は本当に法治国家、独立国家なのか」と厳しく批判しました。

オスプレイ墜落：機体の解体作業始まる

沖縄タイムス2016年12月18日 14:31

　【名護】名護市安部のオスプレイ墜落現場で１８日午後１時５３分から、機体の解体作業が始まった。米兵４～５人が工具のような物を使って機体の部品を外す作業をしている。



工具のような物を使ってオスプレイの機体の部品を外す米兵＝１８日午後１時５８分、名護市安部

米軍が機体を解体　オスプレイ墜落現場

琉球新報2016年12月18日 17:44 
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工具のようなもので機体を解体する米兵＝１８日午後２時７分、名護市安部
　【名護】米軍普天間飛行場所属の垂直離着陸輸送機ＭＶ２２オスプレイが墜落した名護市安部の現場で１８日午後１時５０分ごろ、米軍が機体を解体する作業を開始した。作業は午後４時半ごろまで行われた。
　作業は米兵５人が工具のようなものを使い、オスプレイの翼部分を解体した。また墜落現場を取り囲むように設置された油防止膜（オイルフェンス）を米軍関係者５人が水上バイクを使って、引っ張るなどした。午後４時半ごろに作業を終え、米兵は板状の残骸などを岩場から持ち帰った。
　午後３時ごろに現場を訪れた翁長雄志知事も撤去作業を望遠鏡などを使って確認した。【琉球新報電子版】
オスプレイ事故 米軍が操縦席の部分を回収
ＮＨＫ12月17日 12時08分
沖縄県名護市の浅瀬に輸送機オスプレイが不時着して大破した事故で、アメリカ軍は１７日朝までに壊れた操縦席の部分を回収しました。海上保安本部は事故原因の究明のためアメリカ軍に対し任意で機体を調べるなどの捜査協力を求めていますが、これまでに回答は得られていません。
今月１３日、アメリカ軍普天間基地に所属するオスプレイ１機が名護市の浅瀬に不時着して大破した事故で、現場では１７日もアメリカ軍の兵士が機体の回収作業を進めています。そして１７日朝、壊れた操縦席の部分が現場の沖合に停泊しているアメリカ軍のサルベージ船の甲板に引き揚げられているのが確認されました。
ＮＨＫが上空から撮影した映像では操縦席の窓の一部が割れているほか配線がむき出しになっていて、損傷の激しさがわかります。今回の事故は空中給油の訓練中に燃料を送るホースが切れて飛行が不安定になったとされていますが、操縦席の先端には給油を受ける時に使うとみられる装置が突き出ているのが見えます。
沖縄のアメリカ海兵隊などは、あと数日で機体の撤去が完了する見込みだとしています。日米地位協定に伴う刑事特別法では、日本側が機体などを調べるにはアメリカ軍の同意が必要とされていて、第１１管区海上保安本部は任意での捜査協力を求めていますが、１７日午前１１時の時点でアメリカ軍から回答はないということです。
オスプレイ事故 機体撤去完了までに捜査協力得られるか焦点
ＮＨＫ12月17日 6時16分
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沖縄県名護市の浅瀬に輸送機オスプレイが不時着して大破した事故で、アメリカ軍は１６日、ＮＨＫの取材に対し、機体の撤去があと４、５日で完了する見込みであることを明らかにしました。海上保安本部は、事故原因の究明のため、アメリカ軍に対し任意での捜査協力を求めていて、撤去が完了するまでに同意を得られるかが焦点となっています。
今月１３日、アメリカ軍普天間基地に所属するオスプレイ１機が名護市の浅瀬に不時着して大破した事故で、現場では、アメリカ軍が機体の回収を進めていて、１６日は尾翼部分を解体して撤去する作業が行われました。
機体の撤去について、沖縄のアメリカ海兵隊は１６日、ＮＨＫの取材に対し、サルベージ船を出動させていて、現在の状況などからあと４、５日で完了する見込みであることを明らかにしました。
第１１管区海上保安本部は、事故原因の究明のためアメリカ軍に対し任意で機体を調べたり乗組員から事情を聴いたりしたいとして、捜査協力を求めていますが、１６日の時点で回答はないということです。
日米地位協定に伴う刑事特別法では、日本側が機体などを調べるにはアメリカ軍の同意が必要とされていて、撤去が完了するまでに同意を得られるかが焦点となっています。
日本駐在「この上ない特権」＝ケネディ米大使が回顧－京都
　ケネディ駐日米大使は１７日、京都市内で米国留学を目指す学生ら約１１０人を前に講演し、「任期を終えようとしている今、振り返ると、友好国日本で大使を務められたことは、この上ない特権だった」と語った。
　ケネディ氏は「（在任中に）平和のために働き続ける責任を悟った」と強調。沖縄の米軍北部訓練場の部分返還など


講演するケネディ駐日米大使＝１７日午後、京都市左京区
に触れ「米軍が使用する土地面積は削減され、今後もさらに減らすつもりだ。日米のパートナーシップの一例だ」と指摘した。安倍晋三首相が予定する真珠湾訪問については「日米関係の歴史的瞬間がやってくる」と評した。（時事通信2016/12/17-17:34）
自民・高村氏、年明け解散否定　民進・野田氏は「可能性ある」

共同通信2016/12/18 19:23

　自民党の高村正彦副総裁は18日のNHK番組で、年明けの衆院解散・総選挙の可能性について「私が首相ならやらない」と述べた。一方、民進党の野田佳彦幹事長は、解散の可能性はあるとして、共産党などとの連携協議を急ぐ考えを茨城県土浦市で記者団に示した。

　高村氏は、次期衆院選は来年秋以降になるとの観測については「分からない。野党全党が衆院に内閣不信任決議案を出せば（安倍晋三首相は）受けて立つかもしれない」と語った。

　これに対し野田氏は「日ロ首脳会談後、がっかりしたので頭になくなったかもしれないが、首相が解散したくなる衝動に駆られる可能性はまだある」と強調した。

“年明け解散も 共産などと連携協議急ぐ” 民進 野田氏
ＮＨＫ12月18日 16時25分
民進党の野田幹事長は茨城県土浦市で記者団に対し、年明け早々に衆議院の解散・総選挙が行われる可能性があるとしたうえで、今週、共産党などと幹事長・書記局長会談を開き、衆議院選挙での連携について協議を急ぐ考えを示しました。
安倍総理大臣は日ロ首脳会談のあとＮＨＫの番組で、衆議院の解散・総選挙について「現段階では、全く頭の片隅にもない」と述べました。
これについて民進党の野田幹事長は記者団に対し「ロシアとの首脳会談のあとがっかりしたので頭になくなったかもしれないが、衆議院を解散したくなる衝動に駆られる可能性はまだあると思っている。解散・総選挙が、来年早々に起こりうるという前提に立つならば、年末も年始もない」と述べ、年明け早々に衆議院の解散・総選挙が行われる可能性があるという認識を示しました。
そのうえで野田氏は衆議院選挙での共産党などとの連携について、「『できるかぎりの協力』をもっと精力的に詰めなければならず、今週のどこかの段階で幹事長・書記局長会談を呼びかけ、開催したい」と述べ、協議を急ぐ考えを示しました。
しんぶん赤旗2016年12月18日(日)

臨時国会閉会　強行繰り返す与党・維新に野党と市民の共闘で対決　共通政策へ協議加速も合意

　第１９２臨時国会が１７日、閉会しました。９月２６日の開会から２度の会期延長で８３日間に及び、参院選を受けた本格論戦が繰り広げられました。

　環太平洋連携協定（ＴＰＰ）承認・関連法、年金カット法、カジノ解禁推進法などで与野党の対決となり、閣僚や与党議員は「強行採決」をけしかける発言を連発。安倍晋三首相が「わが党においては、結党以来、強行採決をしようと考えたことはない」とうそぶくなかで、強引な議会運営が繰り返され、強権・暴走政治があらわになりました。

　日本共産党は▽安倍暴走政治と正面対決し、政治の「チェンジ」を求める論陣を張る▽野党と市民の共同をさらに発展させる国会にする―立場で臨みました。

　政府・与党の横暴に、共産、民進、自由、社民の４野党書記局長・幹事長会談などを通じて一致結束して対応。参院でのカジノ法採決をめぐる曲折はあったものの、直後の書記局長・幹事長会談で連携を再確認し、内閣不信任決議案を４野党で共同提出しました。

　会期中、解散をめぐるさまざまな動きの中で、総選挙での４野党の選挙協力が注目され、共産党提案の３点▽共通政策▽相互推薦・相互支援▽政権問題での合意―を含めて、４野党で協議することで合意しました。

　「安保法制の廃止と立憲主義の回復を求める市民連合」（市民連合）と４野党との意見交換会も２度開催。４野党の共通政策に関する市民連合からの提案を受け、政党間での政策合意に向けた協議を加速することを確認しました。

　論戦を通じて自民、公明、維新の悪政推進ブロックが鮮明になり、総選挙での審判を求める声が強まりました。

臨時国会閉会 改正がん対策法など成立　過労自殺 労働規制、審議せず

東京新聞2016年12月18日 朝刊

 　臨時国会は十七日、閉会した。政府提出法案は、通常国会からの継続審議を含む計三十本で、うち二十四本が成立。議員立法は十七本成立した。環太平洋連携協定（ＴＰＰ）、地球温暖化対策の新枠組み「パリ協定」批准が承認された。

　政府提出では、消費税率１０％への引き上げを二〇一七年四月から一九年十月に再延期する税制改正法や、年金受給に必要な保険料の支払期間（受給資格期間）を二十五年から十年に短縮する改正年金機能強化法などがある。

　成立した議員立法には、国民生活に関係の深いものが少なくない。

　改正ストーカー規制法は、ブログやツイッターなどの会員制交流サイト（ＳＮＳ）で、特定の人のブログに執拗（しつよう）に書き込むことなどを新たに規制対象とする内容。改正がん対策基本法は、がんになっても治療と仕事・学業を両立できる体制づくりを柱としている。

　改正道路運送法と改正貨物自動車運送事業法は、バスなどの運転手が病気で意識を失うなどして起きる事故を防ぐため、民間事業者に対策を促す。養子縁組児童保護法は、虐待や経済的事情で実の親が育てられない子どもの養子縁組を斡旋（あっせん）する事業者の要件を定めた。悪質業者の排除が目的。

　一方で、与野党が対立する中、成立しなかった法案もある。

　電通社員の過労自殺問題を受け、民進党など野党四党が提出した労働基準法改正案の修正案が代表例。従業員に違法な長時間労働をさせた場合の罰則を「一年以下の懲役または五十万円以下の罰金」に引き上げる内容だが、年金制度改革関連法が優先され、審議入りしなかった。政府が提出した、労働時間規制の緩和を柱とする労働基準法改正案も審議されなかった。

　臨時国会は九月二十六日に召集され、十一月末までの当初の会期を二度延長。今月十五日、カジノを含む「統合型リゾート施設（ＩＲ）」整備推進法（カジノ解禁法）の成立で事実上審議を終えた。（大野暢子）
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与党、領土問題で「新しい一歩」＝民共は「進展なし」－日ロ首脳会談、ＮＨＫで論戦
　先の安倍晋三首相とロシアのプーチン大統領の首脳会談の結果をめぐり、与野党幹部が１８日、ＮＨＫで論戦を交わした。自民、公明両党は北方領土問題を含む平和条約締結に向け、一定の成果があったと評価したのに対し、民進、共産両党は領土返還で進展はなかったと厳しく批判した。
　自民党の高村正彦副総裁は北方領土での共同経済活動の協議を開始することなどで合意したことについて「新しいアプローチに一歩踏み出した」と指摘。「平和条約が締結されていないことによる（日ロ）両国の損害は莫大（ばくだい）。締結されることによる利益を実感できるようにした」と述べた。
　公明党の山口那津男代表は「島民の自由な往来や経済交流など具体的な道を進めることで平和条約締結への道を開くことができた」と語った。
　一方、民進党の細野豪志代表代行は、「（平和条約締結後に歯舞群島と色丹島を日本に引き渡すとした）日ソ共同宣言など、これまでの文書の確認作業をしていない」とし、「２島の主権を返すことにコミットしておらず、マイナスからのスタートだ」と批判した。共産党の志位和夫委員長も「肝心の領土問題で全く進展がなかった」と述べた。
　日本維新の会の片山虎之助共同代表は「相手はロシアで、しかもプーチン大統領。正攻法では難しい。『急がば回れ』の迂回（うかい）作戦だ」と会談結果に理解を示した。（時事通信2016/12/18-13:08）
日ロ首脳会談の評価 与野党で分かれる 日曜討論
ＮＨＫ12月18日 11時40分
ＮＨＫの番組「日曜討論」で、１６日まで２日間にわたって行われた安倍総理大臣とロシアのプーチン大統領の首脳会談について、自民党は、「『新しいアプローチ』に一歩を踏み出した」と評価したのに対し、民進党は、「領土問題で一切進展がなかった」と批判しました。
自民党の高村副総裁は、「『新しいアプローチ』に一歩踏み出したものとして評価している。従来は、お互いの立場や理屈を述べ合って平行線だったが、平和条約を締結していないことで、両国関係の停滞による損害はばく大なものがある。締結されると、双方にすばらしい利益があるということから働きかけて、それだけ利益があるならば、それぞれの立場を譲っても補って余りあると実感できるようなことを、締結前でもやるということだ」と述べました。
公明党の山口代表は、「今回、元島民の自由な往来、あるいは経済交流などを通じて、平和条約の締結に道を開くための合意ができたことは大変評価すべきだ。共同経済活動の中身はまだはっきりわからないが、困難な課題に挑戦して、実績を作ることが第一歩だ」と述べました。
民進党の細野代表代行は、「期待が非常に大きかっただけに、領土問題で進展が一切なかったことは非常に残念だ。声明に領土という言葉がひと言も出てこず、奇異に思う。プーチン大統領は、歯舞・色丹の２島の主権を返すことについてコミットしておらず、スタート台から後退している状況だ。地元開催で、やや焦りすぎたというのが率直な印象だ」と述べました。
共産党の志位委員長は、「大変だらしのない外交で、肝心の領土問題で全く進展がなかった。安倍総理大臣は、まずは経済協力を進めれば、領土問題の解決に道が開けるとしているが、領土問題を脇に置けば、一歩も前進しない」と述べました。
日本維新の会の片山共同代表は、「大きい一歩の前進だ。日ロ両国のトップに信頼関係ができつつあるので、この一歩を本当に後に続くものにするかどうかがだ。正攻法ではなかなか難しく、『急がば回れ』のう回作戦だ」と述べました。
しんぶん赤旗2016年12月19日(月)

“安倍外交”根本からただす　ＮＨＫ日曜討論　志位委員長が発言

　日本共産党の志位和夫委員長は１８日、ＮＨＫ日曜討論で“安倍外交”をめぐって与野党代表と討論し、対ロシアでも、対アメリカでも、対中国でも、“安倍外交”の根本的な転換が求められていると主張しました。

日ロ領土交渉――戦後処理の不公正の是正こそ

　志位氏は、１５、１６両日の日ロ首脳会談について、「大変だらしのない外交だった」と批判。プーチン大統領が、ソ連への「千島列島の引き渡し」を取り決めた米英ソ３国のヤルタ協定（１９４５年）を前面に立てて「領土問題は存在しない」と主張しているのに対し、安倍首相は「新しいアプローチ」の名で、領土問題を脇に置き、「まずは経済協力を行う。そうすればいずれは領土問題の解決に道が開ける」という態度だったと述べ、「相手が『領土問題は存在しない』と言っているもとで、領土問題を脇に置いては一歩も前進しない。こういう外交姿勢はあらためるべきだ」と主張しました。

　自民党の高村正彦副総裁は「お互いに理屈を言い合っても、相手が『わかりました』と納得することはない。“新しいアプローチ”でやる以外にない」と弁明しました。

　これに対して志位氏は、「日ロ領土問題の解決のためには、『領土不拡大』という戦後処理の大原則に背く不公正を是正することを中心に据えなければならないが、戦後、日本政府はただの一度もこれを主張したことがない」と批判しました。その上で「この交渉態度をあらため、全千島の返還を堂々と求める交渉をやる。その過程のなかで初めて国後、択捉を取り戻す道も開ける」と述べ、「北海道の一部である歯舞、色丹は中間的な友好条約で速やかな返還を求める」ことを主張しました。

トランプ新政権――追随外交見直す機会に

　トランプ米新政権の安保・外交政策をめぐり沖縄でのオスプレイ墜落事故がテーマになりました。志位氏は、大惨事を引き起こしかねない事故を起こしながら、在沖縄米軍トップが「感謝すべきだ」と占領者意識丸出しの暴言を吐いたことや、日米地位協定の壁で日本側は捜査もできないことを指摘。「これが本当に対等・平等の独立国間の関係といえるのか。こういう従属国家のあり方を根底から見直す必要がある」と語りました。

　大統領選挙中のトランプ氏のさまざまな発言について、「新政権が発足してどうなるか分からないが、これまでと同じ日米安保条約――『日米同盟』絶対の思考停止では対応できない」と強調しました。そして「在日米軍の駐留経費を全部出せ」というトランプ氏の発言について、日本が「出し過ぎるぐらい出している」事実や、国連総会第１委員会で採択された核兵器禁止条約の交渉開始のための決議に日本がアメリカの圧力に屈して反対したことを指摘。「こういうアメリカ追随外交でいいのか。こういう問題を根底から考える機会にしていく必要がある」と述べました。

対中外交――力対力でなく外交的解決に徹して

　対中外交で志位氏は、南シナ海、東シナ海での中国による｢力による現状変更｣を求める動きについて「決して許されるものではない」と述べ、党大会決議案でも｢新しい覇権主義･大国主義のあらわれ」と指摘していることを強調｡｢ただ、これにどう対応するかという点では､力対力､軍事対軍事の悪循環に陥ってはならない。外交的解決に徹する必要がある」とし、日本共産党の「北東アジア平和協力構想｣を紹介｡あらゆる問題を話し合いで解決する地域の平和協力の枠組みを北東アジアにもつくることを力説し､｢憲法９条を持つ日本がそのイニシアチブをとるべきだ｣と主張しました｡

しんぶん赤旗2016年12月19日(月)

対ロ、対米、対中―“安倍外交”を根本から問う　ＮＨＫ日曜討論　志位委員長の発言

　日本共産党の志位和夫委員長は、１８日放送のＮＨＫ日曜討論で、日ロ首脳会談（１５、１６両日）をはじめ安倍政権の外交をめぐって各党の代表と議論を交わしました。

日ロ首脳会談　大変だらしのない外交――ロシアが「領土問題は存在しない」と言うもとで、領土問題を脇に置けば一歩も前進しない

　司会の島田敏男氏は日ロ首脳会談が「経済分野での関係強化が先行」し、「懸案の北方領土問題の解決と日ロ平和条約の締結に向けて“急がば回れ”の道を選んだ格好」と指摘。自民党の高村正彦副総裁が「『新しいアプローチ』に一歩踏み出した」と強調したのに対し、志位氏は次のように指摘しました。

　志位　私は、一言で言って、大変だらしのない外交だったと思います。肝心の（日ロ）領土問題ではまったく進展がなかった。

　プーチン大統領は、首脳会談に先立って、「第２次世界大戦の結果は、しかるべき国際的な文書によって確定している」と述べました。ここでいう「しかるべき国際的な文書」とは、（旧）ソ連への「千島列島の引き渡し」を取り決めた米英ソ３国による１９４５年のヤルタ協定です。ヤルタ協定を前面に押し立てて、千島列島、歯舞（はぼまい）、色丹（しこたん）の不法な占領を正当化した。そして、「領土問題は存在しない」と言い放ったわけです。

　それに対して安倍首相がとった態度は、「新しいアプローチ」の名で、領土問題を脇に置く。そして、まずは経済協力だと。そうすれば、いずれは領土問題の解決に道が開けますというようなものでした。

　しかし、相手が「領土問題は存在しない」と言っているもとで、領土問題を脇に置いてどうなりますか。これは一歩も前進しません。こういう外交姿勢はあらためるべきだということを強く言いたいと思います。

「共同経済活動」　ロシアの４島への実効支配を後押しし、領土問題の解決を遠のかせる危険　クリミア併合問題での対ロ経済制裁に抜け穴をつくることにも

　さらに志位氏は、司会の島田氏から、今回の日ロ首脳会談で、（北方）４島の「共同経済活動」の実現に向け、「日ロ双方の立場を害さない」特別の制度として交渉を開始することが合意されたことについて見解を問われ、次のように述べました。

　志位　私は、強い懸念をもっています。

　第一に、「（日ロ）双方の立場を害さない」と言いますが、ロシア側は「ロシアの主権のもとで行う」と繰り返し言っているわけです。ですから、私は、「共同経済活動」の具体化のプロセスの中で、日本の４島に対する主権が損なわれることを強く危惧します。

　首相は、「共同経済活動」は(日ロ)平和条約締結に向けた重要な第一歩になると言いましたが、その保障はないと思います。逆にロシアの４島に対する実効支配――統治を、政治的・経済的に後押しして、領土問題の解決を遠のかせる危険があると思います。

　第二に、ロシアによるクリミア併合に対して、Ｇ７（主要７カ国）あるいはＥＵ（欧州連合）が経済制裁をやっているわけです。そのさなかに、日本がロシアと大規模な経済協力の取り決めをやるということは、この（対ロシアの）国際的な活動に対する、いわば抜け穴を大きくつくってしまうことになる。このことで日本の国際的な立場が問われるという問題もあると思います。

　志位氏の指摘に対し、高村氏は双方の立場を害さないことを担保するために「（日ロ）両方のスペシャリスト（専門家）が特別な制度をつくる」「これからの問題だ」と弁明。民進党の細野豪志代表代行は「志位委員長がおっしゃったような懸念もある。ロシアの主権、法律のもとでという大原則をロシアが譲らない限り、逆に北方領土がロシアの領土であるということを日本が認めることになりかねない」と指摘しました。

領土問題の解決　日本政府は、戦後、一度も、「正義」を主張したことがない　戦後処理の不公正の是正を中心に据え、全千島返還を堂々と求める交渉でこそ道は開ける

　野党側から「領土問題の進展が一切なかった」と批判された高村氏は、「お互いに理屈を言い合って、相手が『わかりました』ということはない」と開き直りました。公明党の山口那津男代表も「『共同経済活動』はまだ中身ははっきり分からないが、挑戦して実績をつくる｡これが第一歩だ｣と同調。これに対し志位氏は次のように批判しました。

　志位　さきほど高村さんは“（日ロ）両方が正義を主張しても進まない”とおっしゃいました。しかし、本当の意味での“正義”を、戦後、日本政府は、主張したことはないのです。

　日ロ領土問題の根本は、「領土不拡大」という第２次世界大戦の戦後処理の大原則に背いて、１９４５年のヤルタ協定で「千島列島の引き渡し」を勝手に決める。そして、１９５１年のサンフランシスコ（平和）条約で、それ（ヤルタ協定）に拘束されて、日本政府が「千島列島の放棄」を宣言してしまう。ここにあるわけです。

　ですから、この戦後処理の不公正を是正する、これが領土問題の解決の中心に据えられなくてはいけない。

　ところが戦後、日本政府は、７０年余、ただの一度も、この戦後処理の不公正の是正を求めたことがないのです。これが（日ロ領土問題が）一歩も進まなかった原因であるということをはっきり言わなければなりません。

　この交渉態度をあらため、全千島列島の返還を堂々と求める交渉をやる。その過程のなかで初めて、国後（くなしり）、択捉（えとろふ）を取り戻す道も開けてくる。それから、歯舞、色丹については北海道の一部ですから、中間的な友好条約で速やかな返還を求める。ここに（交渉方針を）切り替える必要があると思います。

日ソ両党交渉では正面から問題提起し返還検討を約束させた　国際的に通用する論建てがなければ前に進まない

　志位氏の発言を受け、自民・高村氏とのやりとりになりました。

　高村　（自身が外相時代に）「領土不拡大」の原則があったじゃないかと、不公正だなんていうことは何回も言っています。言ったからといってそれが通るという話ではないんですよ。交渉というのは、相手が「そうだな」と言わない限りだめなんです。日本共産党が主張したら、のみましたか。のまないでしょ。

　志位　日本共産党は、いまの問題（戦後処理の不公正の是正）を、正面から提起したことがあるんです。日本共産党とソ連共産党との、党対党の交渉のなかで、この問題を提起したことがあります。そうしましたら、（ソ連共産党は）南千島（諸島）については、将来的ではあっても、返還の検討の約束をしました。

　ですから、論建てが必要なのです。領土交渉は、経済協力をやれば進むわけではありません。やはり、国際的に通用する、しっかりした論建てがなければ、これは前に進みません。

首相の真珠湾訪問　何を語るかが重要――過去の日本の戦争を「間違った戦争」と認めなかった首相の歴史観・戦争観が厳しく問われる

　つづいて、安倍政権の対米外交をめぐる議論となりました。公明・山口氏は「年末に（安倍首相は）ハワイでオバマ大統領と最後の日米首脳会談をやるのも、日本の政権が安定しているからだ」と持ち上げました。安倍首相の年末の真珠湾訪問について問われた志位氏は次のように発言しました。

　志位　私は、何を語るかが重要だと思っています。

　安倍首相は、「二度と戦争の惨禍を繰り返してはならない。その決意を示すために真珠湾を訪問する」と言いました。であるならば、過去の日本の戦争は、いったいどういう戦争だったのか、歴史観、戦争観が問われます。

　私は、昨年５月の（国会の）党首討論で、過去の日本の戦争を「間違った戦争」と認めますかと、繰り返したずねましたけれども、（首相は）最後まで（「間違った戦争」だと）お認めにならなかった。「ポツダム宣言」では、「世界征服」のための戦争だったと書いてあるじゃないかとただしても、最後まで認めなかった。そういう態度では世界に通用しないと思います。

　真珠湾攻撃というのは、中国侵略戦争の行き詰まりを、戦線をアジア・太平洋全域に広げることによって打開しようとした、文字通りの侵略戦争です。これは歴史の判定が下っているわけです。私は、この点で、真珠湾を訪問するんだったら、総理の歴史観、戦争観が厳しく試されるし、問われると思います。

　これに対し、自民・高村氏は「日米の関係はもう謝れとか謝るなとかそういう関係じゃない」「日米同盟が日本、米国、国際社会にとっても素晴らしい同盟、“三方（さんぽう）よし”の同盟だと発信するために行くので十分だ」と開き直りました。

ＴＰＰ協定と日米交渉　歯止めのない譲歩は許さないという新たなたたかいに取り組みたい

多国籍企業の利益優先でなく、各国の国民生活、経済主権を守る公正・平等なルールを

　トランプ次期米大統領が環太平洋連携協定（ＴＰＰ）からの「離脱」表明をしていることについて自民・高村氏は「（日本が）離脱してくれるなという働きかけをしていく。ぜひＴＰＰを発効させたい。日本は自由貿易を追求する、保護主義に反対するということを鮮明にしておくことは悪いことではない」と発言。民進・細野氏は「ＴＰＰだけにこだわるのでなく、違う選択肢を模索すべきではないか」と発言しました。これらをふまえて志位氏は次のように発言しました。

　志位　トランプ次期（米国）大統領がＴＰＰからの「離脱」を表明しているもとで、ＴＰＰの発効は絶望的になっていると思います。ただ同時に、トランプ氏は、「２国間交渉を進める」と言っています。こういうもとでＴＰＰ（協定・関連法）の強行をやったわけですが、これはたいへん愚かで危険な道だと思います。

　農産物の関税撤廃の問題にせよ、食の安全、雇用、医療などの非関税障壁の撤廃にせよ、ＴＰＰ協定で日本が譲歩した線が事実上の「国際公約」になる。そしてこの譲歩した線が「スタートライン」になって、アメリカとの２国間交渉が行われて、さらなる譲歩が迫られる。こういう危険があると思います。私たちは、歯止めのない譲歩は許さないという新たなたたかいに取り組みたい。

　さきほど（高村氏は）「保護主義」ということを言われましたが、問われているのは「自由貿易」か「保護主義」かではありません。多国籍企業の利益を最優先させるルールをつくるのか、それとも各国の国民生活、各国の経済主権をきちんと守る公正・平等な貿易と投資のルールをつくるのか。これが問われていることを強調したいと思います。

　公明・山口氏は「今後どういう貿易ルールをつくるにしても、これ（ＴＰＰ）は非常に大きな参考、教訓になる」としがみつく姿勢を示し、維新・片山虎之助共同代表も「できるだけアメリカの翻意を促す」とけしかけました。

オスプレイ墜落　占領者意識丸出しの沖縄米軍トップの暴言、事故捜査もできない日本――従属国家のあり方を根底から見直せ

　つづいて、トランプ次期政権の安保政策がテーマに。米軍普天間基地（沖縄県宜野湾市）に所属するＭＶ２２オスプレイが名護市の浅瀬に墜落した事故で、沖縄県の抗議に対して、沖縄の米軍トップのニコルソン四軍調整官が、住宅や県民に被害が出なかったことを「感謝されるべきだ」などと反論した問題などについて冒頭問われた志位氏は、怒りを込めて次のように発言しました。

　志位　オスプレイの墜落は、全国でも沖縄でも怒りを広げていますが、とくにひどい問題がいくつかあります。

　一つは、いま紹介されましたが、沖縄米軍トップのニコルソン四軍調整官が、「住宅や県民に被害を与えなかったことは感謝されるべきだ」といった。大惨事になりかねない事故を起こしておいて、「感謝せよ」という。これはもう占領者意識丸出しの暴言です。こういうものがまかり通っている。

　もう一つは、日本の捜査機関が「原因究明」のカヤの外に置かれてしまっている。海上保安本部が米軍に捜査の協力を申し出ました。しかし、まったく回答がない。米軍がフライトレコーダー（飛行記録装置）を持って行ってしまう。「公務中の事故」なら第１次裁判権は米側にあるとした日米地位協定の壁に阻まれて、日本側は捜査もできない。こういう問題が起こっています。

　こういうことが、本当に対等・平等の独立国家間の関係と言えるのか。この問題が問われています。こういう従属国家のあり方を根底から見直す必要があると思います。

　これに対し自民・高村氏は「地位協定のことを言いましたけれど、これはＮＡＴＯ（北大西洋条約機構）にいる米軍でも全く同じです。日本だけじゃない」と弁明。志位氏は「それは違います。たとえばイタリアでは捜査権を持っています」と反論しました。

トランプ米次期政権への対応　「日米同盟」絶対の思考停止では対応できない

アメリカ追随外交でいいのかを、根底から考える機会に

　司会の島田氏から「オスプレイの出来事は普天間基地移設にも影響するとみられているが」と問われた公明・山口氏は「移設問題はなるべく危険を避けるというのが普天間基地移設の原点。それを忘れずに丁寧に交渉を進め、実現を図るのが重要だ」と述べ、辺野古新基地建設に固執する姿勢を自民・高村氏とともにあらためて示しました。志位氏は対米追随外交をただしました。

　志位　トランプさんがいろんな発言をされるわけです。“在日米軍の駐留経費を全部出せ”という発言もされた。新政権が発足してどうなるかわかりませんけれど、私は、これまでと同じような、日米安保条約――「日米同盟」絶対の思考停止では対応できないと思うんです。

　（在日米軍の）駐留経費の問題でも、日本は出しすぎるぐらい出しているんです。「思いやり予算」もじゃんじゃん出している。こんなやり方でいいのかということをこの機会に根底から考える（必要がある）。

　それから、結局、「日米同盟」最優先でやっているために、たとえば、いま国連（総会第１委員会）で核兵器禁止条約の交渉開始のための決議が採択されて、来年には交渉が始まろうとしています。こういう大事な動きが起こっているのに、日本はアメリカの圧力に屈してこれに反対するわけです。唯一の戦争被爆国にあるまじき対応です。

　こういうアメリカ追随外交でいいのか。こういう問題を根底から考える機会にしていく必要があると思います。

中国にどう向き合うか

東シナ海、南シナ海での「力による現状変更」をめざす動きは許されない

「北東アジア平和協力構想」――地域の平和協力の枠組みを

　最後に、対中国外交が議論に。志位氏は、「中国とどう向き合うか」を問われ、次のように述べました。

　志位　私は、中国が東シナ海、南シナ海で行っている「力による現状変更」をめざす動きは決して許されるものではないと考えています。私たちは（来年）１月に党大会をやりますが、決議案のなかで（中国に対して）「新しい大国主義・覇権主義の誤りがあらわれている」というきびしい指摘を行いました。

　ただ、これにどう対応するかという点では、力対力、軍事対軍事の悪循環に陥ってはならない。外交的解決に徹する必要があります。

　日本共産党は、「北東アジア平和協力構想」というものを提唱してきました。ＡＳＥＡＮ（東南アジア諸国連合）の国々は、東南アジア友好協力条約＝ＴＡＣを土台にして、あらゆる紛争問題を話し合いで解決する地域の平和協力の枠組みをつくっています。中国との関係も、南シナ海行動宣言（ＤＯＣ）によって、紛争をエスカレートさせないメカニズムをつくっています。そういう、地域の平和協力の枠組みを、北東アジアでもつくろうじゃないかと（いう提案です）。（憲法）９条をもつ日本がそのイニシアチブをとるべきだと考えています。

　自民・高村氏は「東シナ海、南シナ海で、力で現状を変更する動きには毅然（きぜん）として対処するのは当然だ」と発言しました。

来年度予算案 過去最大 “９７兆円台半ば” 自民 茂木氏
ＮＨＫ12月18日 19時33分
自民党の茂木政務調査会長は長野市で講演し、来年度予算案について高齢化で社会保障費がさらに増えることなどから、一般会計の総額で過去最大となる９７兆円台の半ばになるという見通しを示しました。
この中で茂木政務調査会長は、政府が今週２２日の閣議決定に向けて編成作業を続けている来年度予算案について、「高齢化が進み、医療、介護、年金といった『社会保障費』が毎年膨らんでいる」と指摘したうえで、一般会計の総額で、過去最大となる９７兆円台の半ばになるという見通しを示しました。
また、茂木氏は、今年度の「税収」について、「ことしの前半、企業業績が少し伸び悩んだことを反映して、『税収』もペースダウンする見通しだ」と述べたうえで、税収の不足を補うため、政府は今年度の第３次補正予算案で、１兆円台後半の赤字国債を追加で発行することになるという認識を示しました。
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